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第 4 章から第 9 章では、日本における高齢者の家族生活に限定して考察することに
したが、第 4 章では、家族理念が大きく揺らいでいる今日でも、高齢者家族の介護等
に関しては、比較的直系的な家制度がみられる東北農村の事例を分析することにした。 







第 1章 三世代女性家族の比較研究 












は、アメリカ・Philadelphia Geriatric Centerの E.M・Brodyを中心とし、P.T・Johnsen、
M.C・Fulcomerらによって行われた研究をモデルとしており、その調査結果は、次の 2つ
の報告書にまとめられている。 
Brody, Elaine M., Johnsen ,P.T., Fulcomer, M. C. and Lang, A.M.: The Dependent 
Elderly and Women’s Changing Roles-Final Report submitted to the Administration on 
Aging (Grant #90-A-1277,9/30/77-9/29/79). 
Brody, Elaine M., Johnsen, P.T. and Fulcomer, M.R.: Women in the Middle and Care of 


















があるが、森岡清美の試算によれば、1975 年頃までの 65～69 歳層は老後を託しうる夫婦























































































































































































































プルは、同居サンプル 394 人(表１-２の(1)＋(2)＋(3))、別居サンプル 190 人(表１-２の(4)
＋ (5))の合計 584 人である。そのうち、完全な三世代関係をなしているサンプル
(three-generation triads)は、同居サンプルが 122家族、別居サンプルが 54家族である。
各世代の内訳は表 1-2 に示すとおりである。なお、調査は、1982 年(昭和 57 年)7 月から 8
月にかけて、東京都内(一部、別居サンプルの中年世代、若年世代の世帯は東京近郊の都市
も含む)において行われたものである。 




















姑―嫁ー孫娘(G１－G２－G3） 122 122 122 366(1) 122 
姑―嫁    (G１－G２－G3） 6 6 － 12(2) 6 
嫁ー孫娘   (G１－G２－G3） － 8 8 16(3） 8 
別
居 
母―娘ー孫娘(G１－G２－G3） 54 54 54 162(4) 54 
母―娘    (G１－G２－G3） 14 14  － 28(5) 14 
































































































































         表１－３ 経済的援助について 
  
( 数 字 は す べ て 実 数 、 （ ） 内 は ％ )
老年 146 (83.0) 23 (13.1) 169 (96.0) 2 (1.1) 5 (2.8) 176 (100.0) 老年と中年P<0.05
中年 152 (86.4) 2 (1.1) 154 (87.5) 9 (5.1) 13 (7.4) 176 (100.0) 中年と若年P<0.05










         表１－４ 家事援助について  
  
( 数 字 は す べ て 実 数 、 （ ） 内 は ％ )
老年 58 (33.0) 107 (60.8) 165 (93.8) 4 (2.3) 7 (4.0) 176 (100.0) 老年と中年P<0.05
中年 147 (83.5) 9 (5.1) 156 (88.6) 16 (9.1) 4 (2.3) 176 (100.0) 中年と若年P<0.05




























( 数 字 は す べ て 実 数 、 （ ） 内 は ％ )
老年 53 (30.1) 107 (60.8) 160 (90.9) 4 (2.3) 12 (6.8) 176 (100.0) 老年と中年P<0.01
中年 140 (79.5) 9 (5.1) 149 (84.7) 24 (13.6) 3 (1.7) 176 (100.0) 中年と若年N.S













































( 数 字 は す べ て 実 数 、 （ ） 内 は ％ )
老年 147 (83.5) 25 (14.2) 172 (97.7) 1 (0.6) 3 (1.7) 176 (100.0) 老年と中年P<0.01
中年 151 (85.8) 2 (1.1) 153 (86.9) 10 (5.7) 2 (1.1) 11 (6.3) 176 (100.0) 中年と若年P<0.01































表１－７  世代別レスポンス・パターン 
  
( 数 字 は す べ て 実 数 、 （ ） 内 は ％ )
老年 38 (21.6) 66 (37.5) 12 (6.8) 39 (22.2) 1 (0.6) 1 (0.6) 19 (10.8) 176 (100.0) 老年と中年P<0.01
中年 113 (64.2) 5 (2.8) 22 (12.5) 4 (2.3) 7 (4.0) 4 (2.3) 6 (3.4) 15 (8.5) 176 (100.0) 中年と若年P<0.01
若年 77 (43.8) 3 (1.7) 10 (5.7) 23 (13.1) 6 (3.4) 12 (6.8) 11 (6.3) 34 (19.3) 176 (100.0) 老年と若年P<0.01
注：実数は、すべてリニエイジで連がるもののみ(176ケース)を対象としている。
( 1 ) す べ て 子
供に頼る
















































表１－８  経済的援助について 
  
( 数 字 は す べ て 実 数 、 （ ） 内 は ％ )
同居 69 (56.6) 14 (11.5) 9 (7.4) 2 (1.6) 15 (12.3) 2 (1.6) 2 (1.6) 9 (7.4) 122 (100.0) 老年と中年P<0.01
別居 32 (59.3) 4 (7.4) 2 (3.7) 5 (9.3) 3 (5.6) 1 (1.9) 7 (13.0) 54 (100.0) 中年と若年P<0.01






( 1 ) 各 世 代 と
も子供




































表１－９  家事的援助について 
  
( 数 字 は す べ て 実 数 、 （ ） 内 は ％ )
同居 16 (13.1) 67 (54.9) 16 (13.1) 14 (11.5) 2 (1.6) 1 (0.8) 6 (4.9) 122 (100.0) 老年と中年P<0.01
別居 18 (33.3) 8 (14.8) 1 (1.9) 5 (9.3) 6 (11.1) 6 (11.1) 10 (18.5) 54 (100.0) 中年と若年P<0.01







( 1 ) 各 世 代 と
も子供







































表１－１０  身体的なケアについて 
  
( 数 字 は す べ て 実 数 、 （ ） 内 は ％ )
同居 14 (11.5) 60 (49.2) 16 (13.1) 16 (13.1) 3 (2.5) 6 (4.9) 7 (5.7) 122 (100.0) 老年と中年P<0.01
別居 18 (33.3) 7 (13.0) 2 (3.7) 8 (14.8) 5 (9.3) 6 (11.1) 8 (14.8) 54 (100.0) 中年と若年P<0.01







( 1 ) 各 世 代 と
も子供

















































表１－１１  相談や話し相手について 
  
( 数 字 は す べ て 実 数 、 （ ） 内 は ％ )
同居 54 (44.3) 13 (10.7) 6 (4.9) 38 (31.1) 3 (2.5) 8 (6.6) 122 (100.0) 老年と中年P<0.01
別居 26 (48.1) 3 (5.6) 3 (5.6) 13 (24.1) 4 (7.4) 5 (9.3) 54 (100.0) 中年と若年P<0.01
計 80 (45.5) 16 (9.1) 9 (5.1) 51 (29.0) 7 (4.0) 13 (7.4) 176 (100.0) 老年と若年P<0.01
注：実数は、すべてリニエイジで連がるもののみ(176ケース)を対象としている。
計
( 1 ) 各 世 代 と
も子供










































































く 7.1％に達し、日本の 1970 年ころの水準であるが、その延びは、日本の急速な高齢化を
さらに上回る勢いで高齢化することが予測されている（図２－１） 
 
































 調査対象は、東京都 N 区の 65 歳以上の在宅高齢者（1998 年現在）から次の２種類の方
法で選んだ。 









回答を 4.7 倍して合計 2,224 人のウェイト付けサンプルを得た。なお、後述するソウル市
のサンプルが重度の障害の方に偏っているため、日本側研究チーム（東京都老人総合研究
所、1996）が開発した身体障害の総合変数 P 類型及び精神的障害の総合変数 M 類型を基
準に適用し、より重度の「要介護高齢者」1,673 人を分析対象とした。そのうちの家族介






 1997 年『ソウル市社会福祉基礎需要調査』において把握された 65 歳以上の要介護高齢
者のいる世帯（24,545 世帯）のうち、1998 年 8 月時点で追跡が可能であった 19,566 世帯
を母集団とした。その中から 3,000 世帯を無作為に抽出し、電話でスクリーニング調査を
実施し、上記の日本と同じ基準によって本比較調査における「要介護高齢者」がいる 2,254
世帯が選ばれた。さらに、その中から 25 地区別の層化抽出を行い、600 世帯を選んで面
接調査を実施した結果、最終的に 568 世帯から有効回答を得た。 
２）調査対象者のプロフィール 
（１）要介護高齢者 





























                                   （単位：％） 
 東京     ソウル    
性  別：男性 
     女性 
28.7     41.2 
71.3     58.8    
年齢階層：65-69 歳 
     70-74 歳 
     75-79 歳 
     80-84 歳 
     85-89 歳 
     90 歳以上   
4.6       22.4 
6.5       22.7 
12.5          21.1 
22.3          16.5 
26.5          10.6 
27.6           6.7 
配偶者の有無：いる 
        いない 
39.1     51.8 





68.7     70.1 
31.3     29.9  
別居子の有無：いる 
       いない 
75.7     89.3 
24.3     10.7  






35.9     31.2  
23.3     21.7 
27.8     30.4 
13.0     16.7 
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66.3      66.0 
28.4       20.8 






60.5       78.3 
33.9      17.3 
5.6        4.4 
精神的障害の程度：痴呆の疑いなし 
         軽度の痴呆 
         中度の痴呆 
         重度の痴呆 
40.4        51.4 
24.0       13.1 
23.6       16.6 
12.0         18.9 
持ち家の有無：あり 
       なし 
85.5      63.6 
14.5      36.4 
暮らしの向き：かなり苦しい 
       やや苦しい 
       普   通 
       やや余裕がある 
3.0        37.1 
13.2        12.3 
67.1        29.4 
16.7        5.5   
介護費用の心配：よくある 
        時々ある 
        たまにある 
        ほとんどない 
   1.0            32.4 
4.0         31.5 
5.6         26.1 











































表２－２ 主介護者のプロフィール （単位：％、カッコ内は実数） 
 
表 2-2-1 主介護者との同・別居  
 
 性 別 男性    女性   合 計 
 東 京 
 ソウル 
24.7 75.3 100.0（1673） 
21.1 78.9    100.0（ 568） 
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表 2-2-2 主介護者の続柄 
 続 柄 配偶者   娘   息子の妻  息子  その他   合 計 
東 京 
 ソウル 
34.3    27.0   22.5   11.3  4.9   100.0(1443)  
46.6    8.3    31.9    8.3   4.9 100.0( 540)  
 
表 2-2-3 主介護者の年齢 
年齢階級  50歳未満  50-59歳  60-69歳  70-79歳  80歳以上  合 計 
東 京 
 ソウル 
12.2    28.2        26.5        20.3       13.8     100.0(1437)  
30.4 16.9        28.9        20.0        3.9     100.0( 540) 
 
表 2-2-4 主介護者の同居の有無 
同居の有無  同居  別居   合 計 
東 京 
 ソウル 
 96.4  3.6   100.0(1429) 
 99.1  0.9   100.0( 540) 
 
表 2-2-5 主介護者の健康状態 
健康 
状態 
健康である  健康とはいえないが  健康がすぐれず      合 計 
       お世話に障害はない お世話に障害がある 
東 京 
 ソウル 
57.3               34.5                8.2         100.0(1425) 
36.5             42.4                21.1         100.0( 540) 
 
表 2-2-6 主介護者の介護期間 
介護 
期間 
半年  半年‐ 1年‐  3年‐   5年‐  10年 その他  合 計 
未満 1年未満 3年未満  5年未満 10年未満  以上 
東 京 
 ソウル 
4.4   8.5    21.4     15.7     15.7       9.1    25.2   100.0(1413) 
3.7   3.1    13.3     20.6     27.0      20.2    12.0   100.0( 540) 
表 2-2-7 主介護者の介護の程度 
介護の 
程度 
毎日か   かかりっきり  週 2‐5  週 1日か、 その他  合 計 
かりっきり ではないが毎日  日くらい それより少ない 
東 京 
 ソウル 
23.8        44.4           4.0       2.9        25.0   100.0(1425) 
41.1        38.9           2.0       5.6        12.4   100.0( 540) 
表 2-2-8 副介護者の有無 
副介護者の有無 いる いない  合 計 
東 京 
 ソウル 
69.7    30.3    100.0(1424) 
65.5    34.5    100.0( 568) 
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表 2-2-9 社会参加活動のための外出程度 
外出の 
程度 
1週間に 1週間に  1ヶ月に 2、1ヶ月に 1ヶ月 1回  全く   合 計 
2回以上 1回くらい 3回くらい 1回   より少ない ない 
東 京 
 ソウル 
5.0      9.8       7.3       7.0       8.6       62.4    100.0(1410) 











表２－３  身体的負担感の項目 
(１) 全身がだるい １  ある        ２  ない 
(２) しばしばめまいがする １  ある        ２  ない 
(３) 目が疲れる １  ある        ２  ない 
(４) 腰がいたい １  ある        ２  ない 
(５) よく肩がこる １  ある        ２  ない 
(６) 眠りが浅く、夢ばかりみる １  ある        ２  ない 
(７) からだのふしぶしが痛い １  ある        ２  ない 
(８) 足がだるい １  ある        ２  ない 
(９) 目がかすむことがある １  ある        ２  ない 
(10) 全身の力が抜けたようになることがある １  ある        ２  ない 
(11) 動作がぎこちなく、よく物を落としたりする １  ある        ２  ない 
(12) 頭が重い １  ある        ２  ない 
(13) 胃腸の調子が悪い １  ある        ２  ない 









表２－４  精神的負担感の項目 





















































(１) お世話をすることで、充実感を感じる １ ２ ３ ４ ５ 
(２) 一日のお世話が終わると、疲れ果てたと感じる １ ２ ３ ４ ５ 
(３) お世話をうまくしてきていると思う １ ２ ３ ４ ５ 
(４) お世話で○○さんと一緒に過ごすのは気を使うし、 
骨がおれると感じる 
１ ２ ３ ４ ５ 
(５) 朝起きて、また今日も一日お世話かと思うと、疲れを
感じる 
１ ２ ３ ４ ５ 
(６) ○○さんはお世話していることを感謝していると思う １ ２ ３ ４ ５ 
(７) お世話で燃え尽きてしまったと感じる １ ２ ３ ４ ５ 
(８) お世話することで○○さんと気持ちが通じ合うように
感じる 
１ ２ ３ ４ ５ 
(９) お世話をしていてイライラを感じる １ ２ ３ ４ ５ 
(10) 自分でお世話できる限界まできたと感じる １ ２ ３ ４ ５ 
(11) ○○さんが気持ちがいいときには、うれしい気持ちに
なる 
１ ２ ３ ４ ５ 
(12)   お世話に精をだしすぎていると感じる １ ２ ３ ４ ５ 
(13） ○○さんを「もの」を扱うように世話していると
感じる 
 １  ２ ３ ４ ５ 
(14） ○○さんに変わったことがあっても、あまり気に
ならないことがある 
























１ ２ ３ ４ 
（２） お世話のために（あなたが）育児や家族の世話 
に思うように手がまわらない 
１ ２ ３ ４ 
（３） ○○さんのことが気になって、昼間（あなたが） 
思うように外出できない 
１ ２ ３ ４ 
（４） お世話のために、昼間（あなたが）趣味や学習 
活動などをする「自由な時間」を思うようにとれない 
１ ２ ３ ４ 
（５） お世話のことで、家族・親戚と意見があわない １ ２ ３ ４ 

























東京 1,491ケース、ソウル 521ケースである。 
まず介護負担感の身体的負担感の分布については、東京では、最小値０、最大値 14、平











大値 28、平均値 9.74、標準偏差 6.26であった。一方、ソウルでは、最小値０、最大値 28、






社会的負担感では、単純集計の分布が、東京では最小値 0、最大値 24、平均値 8.04、標































































































































































要  因             身体的負担感  社会的負担感  精神的負担感 
要介護高齢者：日常生活動作           .19**            .29**        -.07* 
                                     .01              .11*          .06  
       精神的状態             .13**            .29**         .04 
                                     .13**            .24**         .26**  
家族介護者：性                      .7*              .05          -.06* 
                                     .12**            .03          -.06 
      年齢                     .66**            .05          -.06* 
                                     .42**            .19**         .09*   
      介護期間                 .15**            .32**         .13** 
                                    -.01             -.08          -.03   
      教養・趣味の時間        -.16**           -.10**         .37** 
                                    -.05             -.23**        -.05                      
資   源：副介護者の有無          -.05             -.01          -.06* 
                                    -.09*            -.12**        -.08    
      家族・親族関係          -.19**           -.21**        -.29** 
                                     .19**           .27**         .33**       
      世帯の収入             -.02             -.04           .27** 
                                    -.24**           -.34**        -.23**      
p<.05* p<.001** 
注：上：東京、  下：ソウル 
  性：男性=0  女性=1 






























表２－７ 介護規範意識 (東京・ソウル) 
                       （単位：％） 
    1.すべて 2.主として社会、   3.子どもと  4.主として子ども，5．子どもが 6．その他    合 計 
     社会が世 社会の力が及ばない  社会両者で  力が及ばないとこ 世話するのは 





東 京    3.9         11.2           27.4        45.3       11.7      0.4      100.0 
ソウル    9.8          9.8           16.1        38.5       25.7      ‐     100.0 
 
表２－８ 性別にみた介護規範意識 (東京・ソウル) 
                                          （単位：％） 
    1.すべて 2.主として社会、   3.子どもと  4.主として子ども， 5．子どもが 6．その他   合 計 
     社会が世 社会の力が及ばない  社会両者で  力が及ばないとこ  世話するのは 






男性      6.1         10.6              23.2       43.9           12.2          4.0       100.0 
 10.5          7.9              12.3          43.0           26.3           -       100.0   
女性      3.0         11.2              29.6          37.5         8.7         10.1       100.0 
   9.6         10.3              17.1          37.3        25.6            -        100.0      
〔注〕上段：東京  下段：ソウル 
 
   表２－９ 副介護者の有無別にみた介護規範意識 (東京・ソウル) 
                                （単位：％） 
      1.すべて 2.主として社会、   3.子どもと  4.主として子ども， 5．子どもが 6．その他 合 計 
       社会が世 社会の力が及ばない  社会両者で  力が及ばないとこ  世話するのは 






いない        5.7         13.9               27.4         34.6             9.6        8.8        100.0 
        11.9         11.3               10.7         38.1            28.0         -         100.0   
いる          2.9         10.3               29.7         42.8             9.8        4.5       100.0  
              8.9          9.2               18.4         39.0            24.4         -         100.0 





































































































よそ 4 つの調査方法を考えることができる(Baltes、P.B.&Nesselroade、J.R.、 1979、
Joseph J.L.、1986)。すなわち、その 4つの方法とは、(a)横断的研究(cross-sectional study)、
(b)傾向研究(trend study)、(c)コーホート研究(cohort study)、(d)パネル研究(panel study)


















         表３－１ 比較国の数と調査時点数の関係 
      １時点      ２時点 
  二か国 
 三か国以上 
      ①       ③ 
      ②       ④ 



















































































第 1回目調査(1980)日本、アメリカ、イギリス、タイ、フランスの 5か国 
第 2回目調査(1985)日本、アメリカ、デンマーク、タイ、イタリアの 5か国 
第 3回目調査(1990)日本、アメリカ、イギリス、ドイツ、韓国の 5か国 
第 4回目調査(1995)日本、アメリカ、タイ、ドイツ、韓国の 5か国 
（２）調査対象者 4回とも 60歳以上の全国の男女(施設入所者を除く)、計 1,300人 
（３）サンプリング、標本数、使用言語について 
① サンプリング  無作為抽出法 
② 国別の回収数  4回とも各国において、約 1,000人～1,200人 






























































































男性で最も高い延べ回答率の国は、タイ 190.2%であり、ついで韓国 167.5%、日本 154.5%、
アメリカ 138.41%、ドイツ 134.4%の順となっている。一方、女性も、タイが最も高く





































180.6%、タイ 170.4%、アメリカ 153.5%、ドイツ 146.8%の順、また、女性高齢者では、























































127.1%、アメリカ 118.9%、ドイツ 108.4%の順、女性高齢者では、タイ 148.3%、日本 138.2%、
















































































小」「在宅小・施設小」の4つの象限に分かれ、図４－１のような結果が示される。      
 



























































































































        図４－２ 最上町における地域包括ケアシステム 
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要介護者（Ｕ）  ：75歳                   
主介護者（Ｋ）  ：67歳 
 世帯主      ：50歳       
世帯主の配偶者  ：（韓国からの外国人花嫁）  


























































      
         （Ｈ） 
      


















               
         
要介護者（Ｈ）  ：78歳 
主介護者（Ｙ）  ：44歳 後妻 
世帯主（Ｋ）   ：51歳 副介護者                      
世帯主の子ども  ：２子（高校２年生、          （Ｋ）                 
             中学２年生）                       
       























































































要介護者（Ｔさん）  ：86歳  要介護度３       
主介護者（Ｉさん）  ：53歳 
世帯主        ：58歳 農業及び土方 
世帯主の子      ：33歳 Ｓ市スーパー勤務 
世帯主の子の配偶者  ：30歳 Ｓ市スーパー勤務 
世帯主の孫      ：２人（３歳、２歳） 
   （Ｔ）                   
         (I) 
            































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































       図５－１ 高齢者の健康状態(単位：％) 
 
 













































































































































































































































































































































































































       
     図６－１ 年齢別移動率―全国、1970 年・80 年(市町村内移動を含む) 
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   図６－２ 年齢別市区町村移動率（全国、1985-90 年の 5 年間）、出所は前図と同じ    
 
もちろん、移動率そのものは、15 歳から 30 歳位までの若年層がきわめて高く、その後
は加齢とともに急激に低下していく傾向がみられる。 























  図６―３ 都道府県別転出者の最も多い移動先の居住地(移動先) 出所は前図と同じ 
 
      表６－１ 都道府県別転出者の主な移動後の住所地(平成５年) 
 




































       図６－５ 都内間移動世帯主の年齢階級別移動理由構成、出所は前図と同じ 
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を行なっている。対象者は、1988(昭和 63)年６月１日から 1993 年６月１日までの５年間








格をもっている。まず、人口については、国分寺市の人口が 1955(昭和 30)年には２万 6,000
人であったものが、1960(昭和 35)年、昭和 40 年、昭和 45 年、昭和 50 年、昭和 55 年、
昭和 60 年の５年毎の人口では、それぞれ３万人 9,000 人、６万 5,000 人、８万 1,000 人、
８万 8,000 人、９万 1,000 人、９万 5,000 人と飛躍的に増加し、1993 年１月１日現在(住
民基本台帳)では約 10 万 1,000 人となっている。一方、東久留米市の人口は、昭和 30 年
の１万人からそれぞれ２万人、４万 7,000 人、７万 8,000 人、10 万 1,000 人、10 万 7,000



























 このような両市において、1993 年１月１日から 12 月 31 日の１年間に、転入してきた
高齢者すべてを対象として、質問紙を用いた面接調査を行なった。１年間に転入した高齢
者は、東久留米市 183、国分寺市 194、合計 377 標本である。そのうち、回収できた標本
総数は、東久留米市 116(男子 41，女子 75)、国分寺市 114(男子 39，女子 75)、合計 230
標本、回収率 61.0％である。未回収標本(147 ケース)の内訳は、不在 57、入院 53、拒否









 性別では、合計 230 人のうち、男性 80 人、女性 150 人と女子が全体の 65％を占めてい
た。また前述したように両市とも性差はほとんどかわらず男子が 35％前後、女子が 65％
前後であった。 
 では、男女別に対象者の年齢分布を検討してみよう。男性では、「65～69 歳」が 42.5％
と比較的年齢の低い階層に転入者の割合が最も多いが、女性は「70～74 歳」が３割、また、
 102 



































































































































































































調査を併用した。その結果、回収できた標本総数は東久留米市 75、国分寺市 73、合計 148





 子どもの性、年齢、続柄など基本的な属性を検討してみよう。性別では、合計 148 標本
 108 
のうち男性 63、女性 85と女性が全体の約 6割を占めている。年齢の分布は、30代が 12.2％、


































51 ケース（34.5％）とこの二つの家族形態で全体の 9 割に達している。 
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 では、これらの家族形態には、どのような続柄が含まれているのであろうか。それによ









































を高齢者に期待しているのであろうか（多肢選択）。148 ケース中、無回答の 46 ケースを


































































































に急増している。特に、東京都では、1980(昭和 55)年から 1990 年にかけてのわずか 10
年間に、夫婦とも 65 歳以上で老夫婦のみの世帯に属する老人数は、14 万 200 人から 29
万 6,700 人と倍増しているのである(『東京都社会福祉基礎調査』による推計値)。なお、
この調査の 20年後の『東京都保健福祉基礎調査』（平成 22年）によれば、東京都の 65歳





















































究 で あ る (d) パ ネ ル 研 究 ( 追 跡 研 究 ) の 意 義 を 以 下 に 検 討 す る 。
 
















            変化の記述          変化の要因 
          













































ク大学の縦断研究(Duke Longitudinal Studies、 Palmore、1970、1974、1981;Palmore、
et al.1985) 、スウェーデンのイエテボリ(Gothenburg)で行われた 70 歳老人の追跡研究
(Rinder et al.,1975) 、 バルチモアの老化に関する縦断研究(Shock et al.,1984) 、米国・
社会保障局の退職に関する縦断研究(Institute on Aging/Pacific Northwest Long-Term 
Care Center 、1984) 、国内のものとしては、東京都老人総合研究所(1988)の『小金井市
70歳老人の総合健康調査―第 2報・10年間の追跡調査』、および『定年に関する長期的研
究』(1976、1986、1991)などがある。 
また、今回われわれが行った追跡研究に最も近いものとしては、Gerda G. Fillenbaun & 




ものであった。独立変数として、経済的地位(economic status) 、自立度(se1f capacity) 、

















































































































子どものいる「老夫婦のみの世帯」492 ケース中、第 1 回の調査時と同じ住宅に居住し
ている世帯の割合は９割弱(432世帯)で圧倒的に多く、「移動している」世帯は 1割強にす
ぎない(表７－３)。 








































     表７－４ 住宅状況(第１回調査)・夫婦の生存状況別子どもの居住形態 
 
比率の差の検定やχ2検定を行った結果は以下の通りである。 










































































































ち子どもがいる世帯は 580 サンプル) 、第２回の調査では 539 サンプル(うち子どものい
る世帯は 492 サンプル)であった。第 1 回調査から第 2 回調査まで継続して追跡できたの















































































































それによると、表の中で、対角線上にある割合と実数、すなわち、2004 年と 2007 年の調
査をクロスした「男性一人暮らし」の 82.8％（19）から 2004年と 2007年のクロスした「女













































































82.6% ― ― ― 13.0% 4.3% ― ― 100.0% 




2.4% 89.2% ― ― 1.2%   6.0% 1.2% 100.0% 




― ― 89.7% ― 5.9% 4.4% ― ― 100.0% 




― ― 20.8% 77.1% ― ― 2.1% ― 100.0% 
― ― (10) (37) ― ― (1) ― (48) 
 
合 計 
9.5% 33.3% 32.0% 16.7% 3.6% 1.8% 2.7% 0.5% 100.0% 



















       (2004→2006：第一子について。無回答、非該当者を除く) 
 
    子どもが家に訪問したり子から誘われての外出（2007 年） 















79.0% 21.0% 100.0% 




25.9% 74.1% 100.0% 
(21) (60) (81) 
合 計 55.9% 44.1% 100.0% 




頻度の「高い層」は 105ケース（186ケース中 56.5％）、「低い層」は 81ケース（186ケー
ス中 43.1％）であった。一方、2007年の時点では、子ども側からの接触頻度の「高い層」
























過去 1年間の入院）、活動維持 のｸﾛｽ表 
 
  
    
子どもが家に訪問したり子から誘われての外出（2007 年） 
 

























57.1% 42.9% 100.0% 





29.6% 70.4% 100.0% 
(8) (19) (27) 
合 計 41.7% 58.3% 100.0% 





















84.5% 15.5% 100.0% 





24.1% 75.9% 100.0% 
(13) (41) (54) 
合 計 60.9% 39.1% 100.0% 














表８－４  子どもの家を訪問したり、子どもを誘って一緒に出かけること  
(2004→2007：第一子について。無回答、非該当を除く) 
    
子どもの家を訪問したり、子どもを誘って一緒に出かけること 
(2007年) 




















40.9% 59.1% 100.0% 






6.3% 93.7% 100.0% 
(9) (133) (142) 
合 計 14.5% 85.5% 100.0% 
(27) (159) (186) 
 
 
表８－５  子どもの家を訪問したり、子どもを誘って一緒に出かけること  07年活動低







    
子どもの家を訪問したり、子どもを誘っ
て一緒に出かけること(2007年) 





















16.7% 83.3% 100.0% 
(1) (5) (6) 
年に数回～ほ
とんどない 
4.8% 95.2% 100.0% 
(2) (40) (42) 
合 計 6.3% 93.8% 100.0% 















44.7% 55.3% 100.0% 
(17) (21) (38) 
年に数回～ほ
とんどない 
7.0% 93.0% 100.0% 
(7) (93) (100) 
合 計 17.4% 82.6% 100.0% 






























向が高いのかを、2004年と 2007年の 2時点で検討してみよう（表８－６）。 
子どもが高齢者の家をたずねることに関しては、「ほとんど毎日～１ヶ月に 1 回くらい」
の頻度の高い層は 2004年と 2007年ではそれぞれ 57.5％（259人中 149人）と 55.7％（185
人中 103人）を維持しており、3年間で大きな変化はみられない。一方、高齢者自身が子
どもの家をたずねたり、子どもを誘っていっしょに出かける頻度は、2004年から 2007年













    
子どもの家を訪問したり、子どもを誘って一緒に出かける
こと (2004年) 































(6) (103) (109) 
合 計 26.3% 73.7% 100.0% 
(68) (190) (259) 
(2007年：第一子について。無回答、非該当を除く) 
    
子どもの家を訪問したり、子どもを誘って一緒に出かける
こと (2007年) 






























(3) (79) (82) 
合 計 14.6% 85.4% 100.0% 


















    子どもと電話で話したり(2007年） 






























(19) (21) (40) 
合 計 75.4% 24.6% 100.0% 




















































ケース 性別 07年時年齢 居住関係の変化 07年調査時の活動 
Ａ氏 男性 83歳 夫婦→夫婦と息子（既婚） 特になし 
Ｂ氏 男性 83歳 夫婦→夫婦と息子（既婚） 散歩 
Ｃ氏 男性 83歳 夫婦→夫婦と息子（未婚） シルバー人材センター 










































         


























       表８－８ ４ケースの高齢者の生活状況 









































































































































































社会階層 住宅 年金収入 社会階層 住宅 職業 
A氏（83歳） 上 良 多 上 良 上（専門職） 
B氏（83歳） 下 悪 少 下 悪 下 
C氏（83歳） 下 悪 少 下 悪 下 








































































































































































































































































































































































































































  出典：厚生労働省『国民生活基礎調査』 
 




り、特に高齢者の「夫婦のみの世帯」は、1986 年の 18.2％から 2006 年には 29.5％へと





























































表９－１  高齢者のいる世帯数の中での単独世帯数の割合(都道府県別）％（千人） 
   




1 位 鹿児島 100.0（ 300） 32.7（ 98) 
 2 位 東京 100.0(1940) 29.6（574） 
 3 位 高知 100.0( 147) 29.3( 43) 
 4 位 大阪 100.0(1327) 29.2(387) 
 5 位 北海道 100.0( 900） 28.2(254) 




1 位 山形 100.0（ 205） 10.7( 22) 
 2 位 福井 100.0( 129) 14.0( 18) 
 3 位 富山 100.0( 187) 14.4( 27) 
 4 位 茨城 100.0( 434) 14.5( 63) 
 5 位 新潟 100.0( 406） 14.8( 60) 
 5 位 滋賀 100.0( 183) 14.8( 27) 
 全 国 100.0(19,263) 22.5(4326) 











































1972（昭 47）年から年々増加の一途をたどり、1975（昭和 50）年には 711 万 8 千世帯を
上回り、2007（平成 19）年現在では約 1,926 万 3 千世帯に達している。 
 したがって、若年世代の世帯を含めた全世帯に占める 65 歳以上の「高齢者のいる世帯」
の割合は、1975 年の 21.7％から 2007 年には 38.5％へと増加している。つまり、現在で
は、３世帯に１世帯の割合をはるかにしのいだ割合として高齢者のいる世帯が存在してい
ることになる。また、先の調査によれば、2007（平成 19）年には、「高齢者のいる世帯」
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観察する期間は 1980（昭和 55）年から 2007（平成 19）年である。65 歳以上の世帯人員
は、1980 年の 1,073 万人から 2007 年には 2,758 万人へと約 2.6 倍増加しているなかで、
一人暮らし高齢者数すなわち単身高齢者数は、この間、91 万人から 432 万 6 千人（4.8 倍）
へと急増している。したがって、その比率は、8.5%から年々上昇し、2007 年には 15.8%
を占めるに至っている。そのうち男性は 19 万 2 千人から 117 万４千人、女性は 71 万 8
千人から 315 万３千人へとそれぞれ 6.1 倍、4.4 倍増加しており、男性にその伸びが著し
い。また、この間における男女の性差は 1980（昭和 55）年の 21.1 対 78.9 から 2007（平
成 19）年の 27.1 対 72.4 と男性の比率がかなり大きくなってきている。 
 
では、年齢別にみた一人暮らし高齢者数（単身高齢者数）とその出現率について、1980(昭
和 55)年と 2000(平成 12)年の二時点で比較してみよう(表９－２)。1980 年時点での単身高
齢者数は、「65～69 歳」34 万人、「70～74 歳」27 万人、「75 歳～79 歳」17 万人、「80～
84 歳」7 万 8,000 人、「85 歳以上」2 万 8,000 人、65 歳以上全体では合計 88 万人である。
また、高齢者人口の各年齢層に対応した単身高齢者比率は「65～69 歳」8.6％、「70～74
歳」8.9％、「75 歳～79 歳」8.2％、「80～84 歳」7.1％、「85 歳以上」5.2％、65 歳以上全
体では 8.3％である。すなわち、この時期は、単身高齢者総数が 100 万人にも達しておら












一方、2000 年時点での単身高齢者数は、「65～69 歳」82 万人、「70～74 歳」82 万人、
「75 歳～79 歳」69 万人、「80～84 歳」43 万人、「85 歳以上」27 万人、65 歳以上全体で
は合計 303 万人に達しており、1980 年の実に 3.4 倍である。また、高齢者人口総数に対
する比率は「65～69 歳」11.6％、「70～74 歳」13.8％、「75 歳～79 歳」16.6％、「80～84
歳」16.6％、「85 歳以上」12.1％、65 歳以上全体では 13.8％である。この時期には、単身
高齢者数は 100万人にも達していなかった 1980年からわずか 20年経過しているだけであ
るにもかかわらず、その様相は大きく変化してきている。すなわち、その出現率は高齢者
人口総数に比して、60 歳代前半の時期の１割強から 70 歳代後半及び 80 歳代前半にかけ
 154 














































に 18 歳未満の者が加わった世帯をいう）を代用して、所得との関連を考察する(表９－３)。 
 156 
  表９－３ 高齢者世帯における所得の種類別に見た返金所得金額(年次推移) 
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の他の所得」である。平成 18 年（2006）の高齢者世帯における「一世帯あたり平均所 
得金額」は、総所得で 306 万 3,000 円である。そのうち、最も多い所得の種類は、「公 
的年金・恩給」の 209 万 4,000 円であり、逆に最も少ない所得の種類は「年金以外の社 
会保障給付金」の２万 5,000 円、また「仕送り」と「個人年金」等を合算した「その他 
の所得」は 15 万 2,000 円である。ここ 20 年間の推移をみると、昭和 60（1980）年か 
ら平成 10（1999）年までは、所得が大幅に増大(物価上昇に起因する所得の目減りがあ 
るが)した後、平成 13 年度以降は、上がったり下がったりしながら、停滞している傾向 
がみられる。そうしたなかで、総所得に占める「公的年金・恩給」（社会保障関係給付 















しているのであろうか。表９－４によれば、被保護世帯の総数、107 万 3,650 世帯のうち、
「高齢者世帯」が約 47 万世帯で全体の 44％を占め、「傷病・障害者世帯」（37％）に代わ
ってここ数年、4 割台を維持しており、最も多くなっている。世帯保護率は、「母子世帯」














































































成４)年と 2005(平成 17)年を比較検討してみると、「全世帯」は 1992(平成４)年の 0.3771

































































           出典；総務省「国際比較調査」 
 
まず、老親の単身高齢者からみた子どもの接触頻度をみてみよう。内閣府（総務省）が
5 年ごとに実施している高齢者の国際比較調査（第 6 回調査は 2006 年）によれば、「ほと
んど毎日」から「週に 1 回以上」という頻繁なものは、日本の単身世帯では 51.3％（26.3％
＋25.0％）、同じアジアの韓国では 60.5％（22.7％＋37.8％）である(図９－６、図９－７)。




















































































継続調査』）の事例である。私が 2004（平成 16）年から 2007（平成 19）年にかけての 3






夫は 12 年前に他界している。子どもは長男(64 歳)、次男（60 歳）、長女（幸子さん、






































「常盤平団地」は、昭和 35 年から 37 年にかけて誕生し、もっとも多くの人がいた昭和
49 年には、16,000 人を超える方々が暮らしていた。しかし、少子高齢化が進む中、気が
 165 
つけば人口は１万人を割り、平成 15 年９月現在で 9,020 人、高齢化率も 25.4％となって
いた。同年同月の松戸市の高齢化率は 14.5％であることから、常盤平団地にいかにお年寄
りが多いかが分かる。また、一人暮らしのお年寄りはこの団地内で、約 200 人を数える。 
 ショッキングな孤独死が起こったのは平成 11 年です。団地内で死後３年を経過してい


















 千葉県警刑事部捜査第１課の調べによると、県内の平成 14 年中の変死体等は 5,863 体



















































付論 Farmer’s Successors and the Immigration of Female Asian  
Spouses in Rural Japan 
                            Shoji  Okuyama    
 
Purpose:  
Over the past two decades in rural Japan there has been a dramatic increase in the 
number of marriages between middle-aged Japanese males and Asian female 
immigrants. The objective of this study is to document this trend in the rural district of 
Yamagata Prefecture and to investigate potential problems stemming from this newly 




Methods:   
(1) Geographical area: This research deals with Mogami County in Yamagata   
     Prefecture, which consists of one small city, four towns, and three villages (See 
Figure 1).  
(2) Field work: This research analyzes the data collected by field work interviewing    
     bicultural couples in this rural area. 
(3) Comparison:  This research analyzes the overall trends seen in the Japanese census 
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data concerning unmarried men and women in an effort to compare and verify the 
data collected by field work. 
 
   
       
 
Hypothesis:  
The clarification of the key concepts is in order. 
In 1953, Mataji Umemura, a professor emeritus of agricultural economics at 
Hitotsubashi University, classified the concept of labor relocation into two types to 
explain the changing circumstances of the labor supply, namely the “life-cycle type” 
and “economic-cycle type” of labor relocation. 
The life-cycle type of labor relocation is like the life-cycle from birth to death that 
proceeds continuously and regularly throughout life from employment to retirement.  
This is considered to be one of the steady supplies of labor because labor is part of 
inevitable and normal function of life regardless of fluctuations of the labor market. 
The economic-cycle type of labor relocation, on the other hand, is thought to take 
place due to part of the floating labor forces between employment and unemployment 
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who participate in the labor market as occasional laborers  or as temporary and 
part-time workers. 
The late Professor Umemura called the former the “permanent labor forces,” and the 
latter the “marginal labor forces.”  In recent years, the marginal labor forces have 
extended beyond national boundaries and have become a globalized phenomenon in the 
world economy. 
We think that these concepts of labor relocation give a hint of explaining nature of the 
marriage market in the rural area. 
Let us call Japanese women the “primary spouse candidates” in lieu of  the 
“permanent labor forces” that the youth in the rural area choose as the life-cycle 
candidates of brides;  Let us call Asian women the “secondary spouse candidates” in 
lieu of the “marginal labor forces.” 
In recent years, the number of the “secondary spouse candidates” have been 
increasing. In conjunction with economic changes after the high economic growth and 
the relative advantages and disadvantages of urban cities and rural areas how has this 
surge emerged?  
Hypothetically, because the socio-economic status of rural areas is relatively lower 
than urban cities, many Japanese women in rural areas tend to migrate to urban cities. 
As a result, it becomes hard for young males in rural areas to find the “primary spouse 
candidates” and they are likely to seek Asian females as the “secondary spouse 
candidates（Figure 2）.” 
As the “permanent labor forces” and the “marginal labor forces” in the labor market 
become fluid due to business fluctuations, it is conceivable that the “primary spouse 
candidates” and the “secondary spouse candidates” become fluid due to changes in rural 
situations. In reference to this hypothetical framework, this research attempts to provide 
a partial understanding of this new trend in international marriages analyzing the census 
and other relevant statistical data at the macro, population level.  I also undertook a 
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survey interviewing couples in Mogami County where international marriages are 
prevalent. 
 
1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2005(National)
22,128 16,379 20,295 19,046 18,649 16,850 14,519 25,222,395
5,377 4,652 5,966 5,660 6,023 6,064 5,659 18,218,536
24.30 28.40 29.40 29.72 32.30 35.99 38.98 72.23
20-24 88.35 91.79 90.43 89.37 89.69 88.22 87.34 93.44
25-29 41.44 53.35 57.06 58.83 60.91 62.17 59.83 71.42
30-34 9.46 16.91 25.87 31.70 34.02 39.99 40.79 47.07
35-39 3.06 6.26 11.06 17.51 23.31 24.75 30.70 30.00
40-44 2.16 2.49 5.50 9.20 14.91 18.63 20.37 22.03
45-49 1.40 1.76 2.59 4.92 8.21 12.06 16.41 17.14
22969 16526 19848 18527 17790 16460 14476 58,147,371
3110 2572 3180 3084 3235 3405 3319 33,442,024
13.54 15.56 16.02 16.65 18.18 20.69 22.93 57.51
20-24 59.57 70.10 74.04 77.20 78.16 78.30 76.68 88.70
25-29 13.64 15.70 23.60 31.10 36.75 42.96 42.96 59.02
30-34 4.26 4.15 4.98 7.78 12.62 17.15 21.56 31.97
35-39 3.29 3.25 3.24 3.86 5.08 8.63 11.28 18.38
40-44 2.57 3.16 2.94 2.96 3.35 4.49 7.51 12.06
45-49 2.46 2.68 2.95 2.81 2.89 3.37 4.31 8.21

















Table 1 shows the changes in population and the percentage of un married men and 
women aged 20 to 49 in the Mogami District from 1975 through 2005. 
As the overall population in the Mogami District has increased over 30 years, the 
percentage of unmarried men among 20 to 49 years of age has gradually risen. However, 
unmarried men aged in their 30s and 40s, in particular, mark an especially high 
percentage. For Instance, in 2005, while 11.28% of women 35 through 39 years old 
were unmarried, the unmarried men hit high of 30.70%, Furthermore, if we take a look 
at the 40-44 age bracket in 2005, we can see a clear differential percentage of unmarried 
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men and women -- the men accounted for 20.37% and the women, 7.51%. 
Many rural farming households in Japan are considerably wealthier than their salaried 
urban counterparts, and they often find the rural lifestyle quite attractive. Therefore, 
when economic conditions are favorable, most young women opt to remain in their 
rural communities; however, when there is an economic downturn, the number of rural 
females who decide to relocate to urban areas increases significantly. Consequently, in 
many rural communities, male successors who must continue the farming household 
have considerable difficulty finding suitable brides, particularly during an economic 
recession (See Figure 2). 
 
Results:  
The Japanese census confirms that in recent years the population of rural unmarried 
middle-aged males is increasing much more rapidly than the unmarried female 
population. 
I will examine by cohort analysis about unmarried men to women in Mogami District 
from 1970 to 2005. 
As Table 2 demonstrates, in 1995 within the 35 to 39 age-bracket, there were 4.6 
unmarried rural males for every one unmarried rural female. In the year 2000, this 
figure was 4.1 for the 40 to 44 age-bracket, indicating that rural middle-aged males 
were having considerable difficulty securing brides. Thus there has been a remarkable 




1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005
20-24 3257 3177 2807 2221 1682 1949 1843 1600
25-29 1092 1665 2098 1981 1675 1379 1533 1360
30-34 187 288 682 1072 1085 979 903 968
35-39 90 105 178 448 711 798 689 656
40-44 53 83 83 159 367 598 627 546
45-49 33 59 71 85 140 320 469 529
20-24 2286 2139 2235 1865 1588 1621 1479 1292
25-29 358 493 572 819 898 858 1003 925
30-34 149 129 147 190 268 360 404 497
35-39 143 122 90 114 147 173 243 256
40-44 136 112 109 88 101 126 152 206
45-49 106 115 107 104 82 97 124 143
20-24 1.4 1.5 1.3 1.2 1.1 1.2 1.2 1.2
25-29 3.1 3.4 3.7 2.4 1.9 1.6 1.5 1.5
30-34 1.3 2.2 4.6 5.6 4.0 2.7 2.2 1.9
35-39 0.6 0.9 2.0 3.9 4.8 4.6 2.8 2.6
40-44 0.4 0.7 0.8 1.8 3.6 4.7 4.1 2.7
45-49 0.3 0.5 0.7 0.8 1.7 3.3 3.8 3.7
*Data:Japanese Census












Table 3 indicates Foreigners by Nationality and Sex in Yamagata Pre. and 
Nationwide. 
Female immigrants outnumber male immigrants in Yamagata Pre, but nationwide 
male immigrants are at the same level as female immigrants except for male immigrants 
from the Philippines. It is clear that many Asian Females have come to Yamagata Pre. 







Also, Figure 3 indicates, the number of bicultural marriages has increased 15-fold 
from a mere 40 in 1989 to 595 in 2005 such unions in Mogami alone. We are able to 
confirm that the vast majority of these Asian brides are coming to Japan from China, 
Korea, and the Philippines.  
 
 
Figure 3： The Number of Marriages in Mogami by Year & Nationality 
Source: District Office and Census 
 
Discussion & Conclusions: 
As you can see from this list of problems, we found that there were a number of 




  Korea China Philippines Others Total  
Yamagata 
Male 17.4(331) 21.0(572) 4.3(28) 39.2(430) 21.3(1361)  
Female  82.6(1573 79.0(2154) 95.7(629) 60.8(666) 78.7(5022)  
Total  100.0(1904) 100.0(2726) 100.0(657) 100.0(1096) 100.0(6383)  
National  
Male  45.7(213,046) 40.0(138,611) 19.0(23,508) 56.9(351,479) 46.7(726,644)  
Female  54.3(253,591) 60.0(208,266) 81.0(100,239) 43.1(266,765) 53.3(828,861)  









common difficulties shared by many of these bicultural couples in the Mogami District. 
Perhaps the one problem that stands out the most is the sheer speed with which so many 
of these marriages are arranged by Japanese marriage brokers. 
Clearly, the immigration of Asian brides to Japanese rural communities is a trend that 
seems very likely to only strengthen further in the coming years. In order to promote 
successful bicultural marriages in Japanese rural areas and to meet the needs of these 
young Asian women, we need to encourage a longer period of contact between the 
prospective spouses, so that both partners can have ample opportunity to assess the 
chances of their marriage’s success. Figure 4 documents the high rate of divorce among 
these bicultural couples. 
These problems the successors of farming households face affect not only 
themselves, but also local communities as a whole.  In agriculture management based 
upon family business, even if there are successors, the household will be extinct without 
brides and it becomes impossible to continue agricultural farming. This directly leads to 




In order to solve this crisis, a local government became a broker of marriage to Asian 
women. The Village of Asahi in the Murayama area was the first broker in 1985, and 
the Village of Okura in Mogami in 1986 succeeded in the arrangement with Filipino 
females and brought ten brides in to the village. 
The arrangement of marriage developed by local governments expanded throughout 
Mogami County and the number of marriage increased from 40 in 1989 to 595 in 2005. 
The 16 years witnessed the rapid expansion of government-arranged marriages.  
However, because the government’s involvement was criticized as a promotion of the 
female slave trade, local governments withdrew from the business of marriage 
arrangement, and currently concentrate on developing the environment that encourages 
permanent residency of the foreign brides. Consequently, marriage to Asian females 
today has been arranged by private brokers. 
 
Common Problems Related to International Marriages: 
Based on my field work I could identify the five major common problems related to 
international marriages many farming families encounter. 
First of all, there is a problem with the quick arrangement of the marriage. The 
ordinary introduction of prospective partners starts with the exchange of their 
photographs and resumes. Once the mutual agreement is established, a Japanese male 
goes overseas to meet the prospective bride and both partners sign the marriage 
agreement, resister the marriage, finish the wedding ceremony, and a bridegroom comes 
back home alone.  The shortest process of marriage arrangement takes only eight days.  
Since it takes time to obtain an immigration visa, the bride comes to Japan two to three 
months later.  In the meantime, a Japanese bridegroom prepares himself for a 
newly-wed foreign bride. 
According to a marriage broker with a record of the high success rate of arrangement, 
among other brokers I surveyed, both males and females have to fulfill certain 
conditions.  As for the males, they are required to have a certain assets, be healthy and 
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display no tendency of violence and alcohol abuse; as for the females, they are required 
to take root as a bride of the farming family and to be able to give birth to children. 
Because they stay together only for a short period of time before getting married, they 
are likely to face with problems in their daily life when some cultural differences 
including language barriers and traditional customs become issues. 
Second, there are issues of children. There are more than 200 children born of 
international marriages in Mogami County. 
With respect to the rearing of children there are conflicts between the Japanese 
families that want their first son to succeed the farming and the foreign wives who 
desire their children to be well educated. A mother-in-law who is conscious of 
preserving family traditions gives the first son (and grandson) special treatment. This 
also causes a problem with the foreign wives. 
There are cases where these biased attitudes on the part of the Japanese family break 
up the marriage and foreign wives leave the rural area. Even after they leave the area, 
the children are left behind as a successor of the farming family. This portrays an aspect 
of the traditional family consciousness. 
Third, there are problems with daily life of foreign wives.  Unless they obtain a 
driver’s license, they were unable to establish a friendship with the local people or lose 
the friendship if there was any. They have to be able to read Japanese to pass a license 
test.  Their language skill was poor to start with, and if they fail to obtain the driver’s 
license, they cannot establish or expand the friendship.  Unless they expand the 
friendship, they cannot improve their language skill.   This is a vicious circle. 
Furthermore, even though they become eligible to obtain Japanese citizenship after 
staying over five years, some wives decline to do so. If they are naturalized, they have 
to go through the process of applying for a visa to return to their native county. More 
than that, they seem to have a desire to keep their citizenship to escape to their native 
county if something intolerable happens.  This is rooted in their deep anxiety about the 
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life in Japan. 
There is also an issue related to religion.  When local events such as a fair or an 
athletic meets that community members participate take place on Sunday, it was foreign 
wives’ priority to attend worship at the church.  Because they skipped these community 
activities, they were severely criticized.  It becomes an issue as to whether or not they 
visit the family’s grave or they do not pray even if they visit. These seemingly minor 
cultural differences are encountered in daily life can produce frictions. 
Fourth, there is a problem with the family’s financial management. Most of income 
foreign wives earn working at a factory is taken away as a part of the family budget. 
Because a mother-in-law manages the budget, foreign wives who believe that the 
money they earn is hers are dissatisfied with the management of the budget and they 
feel they are not properly respected.                                 
Fifth, there is a high rate of divorce.  Figure 4 indicates the rate of divorce per 1,000 
married women.   
The divorce rates of Japanese spouses and international marriages at the national 
level count for about 6.0‰ and 21.0‰、respectively.  It is clear that the divorce 
rate of international marriages is three times that of Japanese spouses.  The divorce rate 
of Japanese spouses in Yamagata Prefecture in turn is approximately 3.67％ which is 
lower than the national average. But the divorce rate of international marriages in 
Yamagata is as high as 54.37‰ which is 15 times the rate at the national level. 
Of the 102 divorce cases I surveyed in Mogami 92%, or 81 divorces or separations 
took place within the span of five years of marriage and about 70% of them were seen 
in less than two years.  About 40% of divorces or separations at the national level 
occurred in less than five years.  
These alarming rates of divorces or separations worn us that there are many serious 
problems with the arrangement of international marriages in the rural areas in particular. 
 
What to Be Done: 
178 
 
Many foreign wives are living in the rural areas as the secondary spouses with many 
difficulties and happiness as well.  
In order to promote healthy local communities, it must be necessary, sharing different 
cultures through international marriages, to respond internationally and compassionately 
to the various issues at each of individual, family, community, and governmental levels. 
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なお、第４章の関連論文として、「Farmers' Successors and the Immigration of Female 






















 最後に、これまで取り上げてきた各章の論文（付論を含む）は、私の過去 30 年間に及






に関わる施策を文末に掲載した (表参照) 。 
一見して分かるように、高齢者の居住形態については、「子どもとの同居率」が 1980 年
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